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要旨：本研究は，載荷実験と有限要素解析により，凍結融解作用を受けたコンクリートはり部材の曲げ強度

を評価したものである。載荷実験では，寸法が 30cm×30cm×120cm のコンクリートはり部材に対して，ASTM 

C 672「コンクリートのスケーリング試験」に準拠した凍結融解サイクルを 16 週間作用させた結果，凍結融

解期間 16 週で曲げ強度は約 85％に低下した。これは，主に，コンクリートの引張強度が低下した影響が大き

かったと考えられる。また，載荷実験に対して，有限要素解析に基づく検討を行った結果，曲げ強度を評価

するためには，凍結融解の程度および凍結融解深さを適切に把握することが重要であることが分かった。 
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1. はじめに 

積雪寒冷地域に生じるコンクリート構造物の代表的

な経年劣化に凍害がある。凍害を受けたコンクリート構

造物を合理的に維持管理するにあたっては，構造物に求

められる性能を明確にした上で，点検，評価，判定，補

修などの作業を実施する必要があるが，凍害劣化したコ

ンクリート構造物の力学性能については必ずしも明確

になっていないのが現状である 1),2)。 

本研究では，凍害を受けた桟橋やダムなどのコンクリ

ート構造物の力学性能を定量的に評価することを目的

に，基礎的な検討として，凍結融解作用を受けたコンク

リートはり部材の曲げ載荷実験を行った。まず，2 章に

おいて，実験方法について記載した。次に，3 章では凍

結融解結果やよび載荷結果に対する考察をとりまとめ

た。さらに，4 章において，有限要素解析を用いて，コ

ンクリートの曲げ強度に与える凍結融解の程度と凍結

融解深さの影響評価を行った。 

 

2. 実験方法 

(1) 実験条件 

実験に用いた供試体の仕様を図－1 に示した。寸法が

高さ 30cm×奥行 30cm×幅 120cm である比較的大型のコ

ンクリートはり部材を供試体とした。なお，供試体には，

温度計測用の熱電対が埋め込まれている。また，実験ケ

ースを表－１に示す。供試体の数は 3 体である。実験パ

ラメータは凍結融解期間であり，なし，4 週間，16 週間

の 3 種類である。 

実験に用いたコンクリートの配合を表－2 に示す。セ

メントは普通ポルトランドセメントを用いて，水セメン

ト比は 60%とした。凍結融解作用を促進させるために，

ＡＥ剤は使用しなかった。なお，コンクリート打設後は

湿潤養生を行った。 
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図－1 供試体の仕様 

 
表－1 実験ケース 

ケース名 凍結融解期間 

N-0w なし 

N-4w 4 週間 

N-16w 16 週間 
 

表－2 コンクリートの配合 

 
水 ｾﾒﾝﾄ 細骨材 粗骨材 ｽﾗﾝﾌﾟ 空気量 温度

W/C s/a W C S G

(mm) (%) (%) (cm) (%) (℃)

25 60 43 170 283 806 1078 11.0 1.5 25.0

水ｾﾒﾝﾄ
比

粗骨材
最大
寸法

フレッシュ性状単　位　量　 (kg/m
3
)細骨材

率

 
 

(2) 凍結融解方法 

 凍結融解サイクルは，図－2 に示す ASTM C 672「コ

ンクリートのスケーリング試験」3)に準拠した。凍結融

解開始材令は 28 日とした。常温 23℃，低温-18℃とし，

1 サイクル 24 時間とした。なお，供試体と同時に，材料

試験片(φ100mm×h200mm)にも凍結融解作用を与えた。 

 また，凍結融解後には，コンクリートの圧縮強度試験

と超音波法による相対弾性係数の計測を実施した。コン

クリートの圧強度試験は JIS A 1108「コンクリートの圧
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縮強度試験方法」に基づいた。超音波伝播速度は

JCI-SND2「超音波パルス伝播速度の標準測定方法(試案)」

に準拠して，図－3 に示す箇所にて計測した。 
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図－2 凍結融解サイクル 
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図－3 超音波伝播速度の計測箇所 

 
(4) 載荷方法 

載荷方法の概略は，図－4 に示す。単純支持の 4 点載

荷とし，油圧アクチュエーターを用いて変位制御で漸増

載荷した。なお，計測項目は，図－4 中に示した供試体

荷重，供試体変位および，供試体のコンクリートひずみ

である。 
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図－4 載荷方法および計測項目 

 

3. 実験結果に基づく検討 

3.1 凍結融解結果および考察 

(1) 凍結融解サイクル 

凍結融解サイクルの代表的な例として，開始 31 日目

から 34 日目にかけて計測した凍結融解装置の槽内温度

と N-16w 供試体の内部温度を図－5 に示す。これよると，

凍結融解装置の槽内温度は，概ね設定した凍結融解サイ

クルに沿った履歴を示している。しかしながら，N-16w

供試体の内部温度については，槽内温度にしたがって増

減しているものの，必ずしも凍結融解装置の槽内温度と

は同じにならなかった。これは，供試体における温度の

計測箇所が，表面から 15cm 内部の位置であったためで

あると考えられる。これより，寸法が大きい場合には，

このように表面から内部にかけて温度勾配が生じるこ

とが分かる。 
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図－5 凍結融解サイクル時の温度計測の例 

 
(2) コンクリート材料強度 

 各供試体のコンクリートの材料試験結果を表－3 に示

す。これによると，凍結融解期間が長い場合の方が，圧

縮強度および静弾性係数は低下している傾向が認めら

れた。凍結融解期間が 16 週で圧縮強度の低下割合は約

5%であり，静弾性係数の低下割合の方が大きかった。 
 

表－3 材料試験結果 

ケース名 圧縮強度 
(N/mm2) 

静弾性係数 
(kN/mm2) 

N-0w 37.2 37.5 

N-4w 36.4 33.8 

N-16w 35.4 33.6 
 

(3) 相対動弾性係数 

 各供試体および材料試験片に対して超音波法による

相対動弾性係数の計測を行った結果を表－4 に示す。こ

れによると，供試体，材料試験片ともに凍結融解期間が

長い場合の方が相対動弾性係数は低下しているが，相対

動弾性係数の数値は供試体よりも材料試験片の方が大

きかった。これは，供試体の寸法が異なることでコンク

リートの凍結速度が変化し，凍結膨張による未凍結水の

移動による水圧の発生の仕方が異なったためと考えら

れる。 
 

表－4 相対動弾性係数(超音波法) 

ケース名 供試体(%) 材料試験片(%) 

N-0w 100 100 

N-4w 60.3 43.4 

N-16w 52.9 22.6 
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(4) 凍結融解深さ 

 解析上の評価で参考とするため，各供試体および材料

試験片における超音波伝達速度の測定値に文献 4)に示さ

れた式(1)を準用して，凍結融解深さを推定した結果を表

－5 に示す。これによると，供試体，材料試験片ともに

凍結融解期間が長い場合の方が，凍結融解深さは大きく

なっているが，供試体と材料試験片で異なる傾向にあっ

た。これは，測定距離に対する最大粗骨材寸法の割合が

異なり，粗骨材の影響が大きいためと推察される。 

ds

ds0

VV
VV

2
X

t
+
−

=                         (1) 

ここに，t：劣化厚さ(mm)，X0：測定距離(mm)，Vs：健

全部の超音波伝達速度，Vd：劣化部の超音波伝達速度 

 

表－5 凍結融解深さ(超音波法) 

ケース名 供試体(mm) 材料試験片(mm)

N-0w 0 0 

N-4w 53.3 22.7 

N-16w 59.6 29.8 

 

3.2 載荷結果および考察 

(1) 荷重－変位関係 

載荷結果のうち，鉛直荷重と供試体中央部の鉛直変位

の関係を図－6 に示す。これによると，荷重－変位関係

は最大荷重の 1/3 程度までは概ね線形的に挙動し，その

後は勾配が若干低下した。各供試体で勾配が少し異なる

のは，後述するひび割れの発生位置などが影響している

と考えられる。最大荷重に達した後は供試体中央部に発

生したひび割れが進展し，脆性的に破壊した。ただし，

最大荷重近傍まで外観上の明確なひび割れは認められ

なかった。 

(2) コンクリートひずみ 

載荷結果のうち，鉛直荷重と供試体中央部底面に貼付

したコンクリート引張ひずみの関係を図－7 に示す。こ

れによると，各供試体は最大荷重の 1/3 程度までは概ね

同様な挙動を示しているが，その後は異なる挙動を示し

た。これは，コンクリートひずみゲージを貼付した位置

からひび割れが発生するかどうかが影響したものと考

えられる。すなわち，ひび割れが発生した初期段階では，

引張ひずみは全体的に増加するが，ひび割れの局所化が

進行すると，ひび割れが発生していない箇所では引張ひ

ずみは減少する。 

 (3) 損傷破壊状況 

 載荷結果のうち，終局時の損傷状況を図－8 に示す。

試験体の表面状況は，凍結融解期間が長い場合の方がス

ケーリングなどの部分的な劣化が多く生じていた。載荷

後のひび割れ状況としては，概ね供試体中央部からひび

割れたが，N-4w 供試体(凍結融解 4 週)については，中央

部から若干ずれた位置にひび割れが発生した。このため，

図－7 における N-4w 供試体の引張ひずみも最大荷重手

前から減少傾向にあった。 

(4) 力学特性に与える凍結融解の影響評価 

凍結融解が力学特性に及ぼす影響として，凍結融解期

間と最大荷重(曲げ強度)および初期剛性(静弾性係数)の

関係を比較した結果を図－9 に示す。なお，初期剛性は

最大荷重の約 3 割の荷重における割線剛性とした。これ

によると，凍結融解期間が長くなるにしたがって，最大

荷重は低下し，凍結融解 16 週の場合で，最大荷重が 15%

程度低下した。しかしながら，初期剛性についてはあま

り低下しなかった。図－10 には，コンクリートはり部材

の中央断面における最大荷重時応力分布の概念図を示

した。これによると，曲げ強度には圧縮強度や静弾性係

数よりも引張強度が大きく影響すると考えられる。一般

に，凍結融解作用を受けた場合は，コンクリート中の水

分が凍結膨張し，空隙中の未凍結水が移動する。この未

凍結水の移動にあたり水圧が発生し，コンクリートに微

細なひび割れが生じる水圧説が知られている。このため，

凍結融解の作用がコンクリートの圧縮強度や静弾性係

数よりも引張強度を低下させる効果が大きかったもの

と考えられる。 
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図－6 荷重－変位関係 
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図－7 荷重－コンクリートひずみ関係 
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(a) N-0w (凍結融解なし) 

 
(b) N-4w (凍結融解 4 週) 

 
(c) N-16w (凍結融解 16 週) 
図－8 供試体の損傷状況 
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(a) 最大荷重(曲げ強度) 
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(b) 初期剛性(静弾性係数) 

図－9 凍結融解が力学特性に及ぼす影響 
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図－10 最大荷重時断面応力分布の概念図 

 

4. 有限要素解析に基づく検討 

(1) 解析手法 

有限要素解析には，コンクリートの材料非線形性を考

慮した分散ひび割れモデルを用いた。コンクリートの材

料非線形性は，図－11 に示すような応力－ひずみ関係と

して規定される。分散ひび割れモデルでは，要素剛性を

分散するひび割れの平均的な剛性として評価する。解析

コードは，東京大学の前川らにより開発された二次元非

線形 FEM プログラム「UC-win/WCOMD」5)を使用した。 

コンクリートの材料特性については，表－3 に示した

凍結融解作用を受けていない N-0w 供試体の圧縮強度を

用いた。引張強度については，コンクリート標準示方書

[設計編]6)に基づいて，圧縮強度から求めた。 

 

 

圧縮ひずみ 
引張ひずみ 

圧
縮

応
力

 

引
張

応
力

 

cf ′
tf

cε ′
peakε ′

tσ

tε

( )cttutt f εεσ =

tuε0
0

cE

cσ ′

 

(a) 圧縮側         (b) 引張側 

図－11 コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

(2) 解析条件 

本解析で実施した解析ケースの一覧を表－6 に示す。

解析パラメータは，①凍結融解影響深さ，②圧縮強度残

存割合，③引張強度残存割合の 3 種類である。凍結融解

深さについては，表－５の凍結融解深さの推定値を参考

にして 20mm を基本し，凍結融解深さが大きかった場合

を想定して，60mm であった場合も加えた。圧縮強度と

引張強度の残存割合については，それぞれ 1.0，0.8，0.5

であった場合について検討することとした。 

 有限要素で用いた解析メッシュ図を図－12 に示す。解

析では，8 節点の平面ひずみ要素を用いてモデル化した。

供試体には非線形性を考慮したコンクリート要素を用

い，載荷点および支持点は局所的な変形を避けるため弾

性要素とした。支持条件は単純支持とし，供試体上面に

鉛直下方向きの強制変位を漸増的に作用させた。図－12

は，凍結融解深さが 20mm であった場合の例である。凍

結融解深さに対応した要素のコンクリート強度を低減

した。なお，本解析は二次元解析であることを踏まえて，

コンクリート要素(一般部)の側面が凍結融解した影響

については，奥行 300mm と凍結融解深さの比率に応じ

て，コンクリート強度の残存割合を設定した。 
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表－6 解析ケース一覧 

No. ケース名 凍結融解 
影響深さ 

圧縮強度 
残存割合 

引張強度

残存割合

1 N-NN なし 1.0 1.0 
2 A-MM 20mm 0.8 0.8 
3 A-LL 20mm 0.5 0.5 
4 A-MN 20mm 0.8 1.0 
5 A-LN 20mm 0.5 1.0 
6 A-NM 20mm 1.0 0.8 
7 A-NL 20mm 1.0 0.5 
8 B-NM 60mm 1.0 0.8 

 
 ｺﾝｸﾘｰﾄ要素(一般部) 強制変位 

固定 水平ローラー 弾性要素 

ｺﾝｸﾘｰﾄ要素(凍結融解)

 
図－12 解析メッシュ図 

 
(3) 解析結果 

まず，凍結融解作用がない解析ケース N-NN の最大荷

重直後におけるひび割れ変形図を図－13 に示した。これ

によると，ひび割れは供試体中央部下面から進展してお

り，図－8 に示した損傷状況とも概ね対応していること

が分かる。凍結融解作用があるケースについても概ね同

様なひび割れ状況であった。 

次に，凍結融解深さが 20mm であった場合に対して，

コンクリートの圧縮強度および引張強度をともに低下

させた場合の荷重と中央部変位の関係と最大荷重の比

較結果を図－14 に示す。図－14(a)によれば，コンクリ

ート強度の低下に伴って，最大荷重および剛性が低下し

ていることが分かる。また，図－14(b)の結果に基づけば，

曲げ強度の残存割合は凍結融解期間が 4 週である N-4w

供試体の結果とコンクリート強度を 0.8 に低減させた場

合が概ね対応していると考えられる。ただし，図－9 の

実験結果では，最大荷重は低下する傾向にあったものの，

剛性の低下割合は小さかった。この差異は，解析上では，

コンクリート強度に応じて，静弾性係数も低減させてい

ることに基づくと考えられる。 

続いて，コンクリートの引張強度を一定として圧縮強

度のみを変化させた場合と，コンクリートの圧縮強度を

一定として引張強度のみを変化させた場合の最大荷重

の比較結果を図－15 に示す。これによると，図－15(a)

では，圧縮強度が低下しても最大荷重は低下せず，むし

ろ微増する傾向があった。これは，図－10 でも示したよ

うに，発生する圧縮応力は圧縮強度に達しておらず，圧

縮強度の低下に伴って静弾性係数も低下すると，はり中

央断面上縁に生じる圧縮応力が軽減されるためでない

かと推察される。一方，引張強度のみを低下させた図－

15(b)の結果では，圧縮強度と引張強度をともに低下させ

た図－14(b)の結果よりも低下割合が若干大きくなった。

これは，3.2(4)でも考察したように，コンクリートはり

部材の曲げ強度には，主に中央断面下縁における引張強

度の低下が大きく影響するためであると考えられる。 

さらに，コンクリートの引張強度のみを 0.8 に低減し

て，凍結融解深さを変化させた場合の最大荷重の比較結

果を図－16 に示す。これによると，凍結融解深さが増加

するにしたがって，最大荷重は低下しているが，凍結融

解深さが 3 倍になっても，最大荷重の残存割合は 4.6%し

か減少しなかった。これは，コンクリートはり部材の曲

げ強度には，引張縁に近い部分の引張強度の低下がより

大きく影響するためである。すなわち，凍結融解深さが

小さくとも曲げ強度には影響を及ぼすが，凍結融解が進

行しても，加速度的に曲げ強度が低下する訳ではないこ

とを示している。 

なお，本研究で対象としたコンクリートはり部材の曲

げ強度にはコンクリート引張強度が与える影響が大き

かったが，コンクリートの圧縮破壊が卓越する破壊モー

ドとなる場合などには影響程度が大きく異なってくる

ものと考えられる。 
 

 
図－13 解析ひび割れ変形図(変形倍率 100 倍) 
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(a) 荷重－変位関係比較 
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(b) 曲げ強度比較 

図－14 解析結果比較 
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(a) 圧縮強度のみ変化させた場合 
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(b) 引張強度のみ変化させた場合 

図－15 曲げ強度比較(コンクリート強度) 
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図－16 曲げ強度比較(凍結融解深さ) 

 

5. まとめ 

 本研究は，凍害を受けたコンクリート構造物の力学性

能を定量的に評価することを目的として，載荷実験と有

限要素解析により，凍結融解作用を受けたコンクリート

はり部材の曲げ強度を評価したものである。実験では，

寸法が 30cm×30cm×120cm のコンクリートはり部材に

対して，ASTM C 672「コンクリートのスケーリング試験」

に準拠した凍結融解サイクルを 16 週間作用させた。載

荷実験は，単純支持の 4 点載荷とし，変位制御で漸増載

荷した。有限要素解析には，コンクリートの非線形性を

考慮した分散ひび割れモデルを用いた。本研究で得られ

た成果をまとめる，以下のようになる。 

(1) 凍結融解作用を与えた結果，コンクリートの圧縮強

度や相対動弾性係数は凍結融解期間が長くなるにし

たがって低下する傾向にあった。しかし，その低下

度合いは，供試体寸法によって異なった。これには，

コンクリートの凍結速度および測定距離に対する最

大粗骨材寸法の割合が異なることなどが影響したも

のと推察される。 

(2) 載荷実験の結果，凍結融解期間 16 週でコンクリート

はり部材の曲げ強度は約 85％に低下した。コンクリ

ート圧縮強度の低下程度は小さく，荷重－変位関係

における初期剛性の低下割合も小さかったため，圧

縮強度や静弾性係数の低下よりも引張強度が低下し

た影響が大きかったものと考えられる。 

(3) 載荷実験に対して，有限要素解析を用いた検討を実

施した。この結果，凍結融解作用を受けたコンクリ

ートはり部材の曲げ強度を評価するためには，コン

クリート強度の低下程度および凍結融解深さを把握

することが重要であることが分かった。特に，表層

部におけるコンクリート引張強度の低下が与える影

響が大きいことが明らかになった。 
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